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 公益社団法人神奈川県産業資源循環協会長 殿 

 

 

神奈川県環境農政局環境部大気水質課長  

（  公  印  省  略  ）  

 

 

大気汚染防止法の解体等工事における石綿事前調査結果 

の報告制度の周知について（依頼） 

 

 

本県の環境行政の推進につきましては、日頃格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、大気汚染防止法の一部を改正する法律が令和２年６月５日に公布され、令和４年４

月１日から同法第 18条の 15第６項の規定に基づく報告が施行されます。 

つきましては、別添チラシをお送りしますのでお手数ですが、周知にご協力いただきます

ようお願いします。 

 

 

   

 

問合せ先 

大気環境グループ 高瀬 

電  話 (045)210-4111（内線 4112） 

電子ﾒｰﾙ taiki.161@pref.kanagawa.lg.jp  

 



建築物等の解体・補修時には石

綿含有建材の調査が必要です

令和４年４月１日から、建築物等の解
体等を行う前に実施する石綿含有建材
の調査結果を都道府県等に報告する必
要があります。
（大気汚染防止法第18条の15第6項）

https://gbiz-id.go.jp

事前調査結果の報告は原則として、石綿事前調査結
果報告システムにおいて行います。報告には、
「gBizID」への登録が必要となります。「プライ
ム」「エントリー」どちらの登録でも利用できます。
※「プライム」を取得した場合、一括申請機能を使用できます。

※ 令和４年４月１日以前においても解体、改造、又は補修する
建築物、工作物に、石綿含有建材が使用されているか否かを確
認するための調査（事前調査）を実施する必要があります。

水・大気環境局 大気環境課
〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2 中央合同庁舎5号館
TEL03-3581-3351（代表）内線6536 FAX03-3580-7173
http：//www.env.go.jp/

https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp

石綿事前調査結果報告システム
（システムは令和４年４月１日までに公開予定です。公開されるまでの間は
石綿事前調査結果報告制度の説明ページに自動転送されます）

※ 事前調査結果の報告は石綿障害予防規則に基づき、所管の労働基準監
督署への報告も必要となります。石綿事前調査結果報告システムでは
大気汚染防止法及び石綿障害予防規則に基づく報告を同時に行うこと
ができます。



上記以外の工事であっても、建築物等の解体・改修時に
は事前調査の実施、調査結果の保存等が必要です。

① 建築物を解体する作業を伴う建設工事※1であって、当該作業の
対象となる床面積の合計が80㎡以上であるもの

② 建築物を改造し、又は補修する作業を伴う建設工事※1であって、
当該作業の請負代金の合計額※2が100万円以上であるもの

③ 工作物※3 を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工
事※1 であって、当該作業の請負代金の合計額が100万円以上で
あるもの

※1 解体、改造、又は補修の工事を同一の者が二以上の契約に分割して請け負う場合にお
いては、これを一の契約で請け負ったものとみなします。

※2 請負代金の合計額は、材料費も含めた作業全体の請負代金の額をいい、事前調査の費

用は含みませんが、消費税を含みます。また、請負契約が発生していない場合でも、
請負人に施工させた場合の適正な請負代金相当額で判断します。

※3 対象となる工作物は、反応槽、加熱炉、ボイラー及び圧力容器、配管設備（建築物に

設ける給水設備、排水設備、換気設備、暖房設備、冷房設備、排煙設備等の建築設備
を除く）、焼却設備、煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）、貯蔵設
備（穀物を貯蔵するための設備を除く）、発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設
備を除く）、変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）、トンネルの天井板、
プラットホームの上家、遮音壁、軽量盛土保護パネル、鉄道の駅の地下式構造部分の
壁及び天井板です。（令和２年10月７日 環境省告示第77号）

事前調査結果の報告が必要な工事

建築物の事前調査は必要な知識を有する以下の資格者等※4に依頼
する必要があります。【令和５年10月１日～】※5

①一般建築物石綿含有建材調査者（一般調査者）
②特定建築物石綿含有建材調査者（特定調査者）

③一戸建て等石綿含有建材調査者（一戸建て等調査者）※6

※4 義務付け適用前に（一社）日本アスベスト調査診断協会に登録され調査時点において
も同協会に引き続き登録されている者も、「同等以上の能力を有する者」 として認
められています。

※5 令和5年10月1日までの間も、これらの資格者に調査を依頼することが望まれます。
※6 一戸建て等調査者は一戸建て住宅や共同住宅の住戸の内部のみ事前調査を行うことが
できます。

詳細については「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル（令和３年３月）」を
ご参照ください。
https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html
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○建築物石綿含有建材調査者講習登録規程

(平成三十年十月二十三日)

(／厚生労働省／国土交通省／環境省／告示第一号)

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程を次のように定める。

建築物石綿含有建材調査者講習登録規程

(目的)

第一条　この規程は、建築物における石綿含有建材の使用実態を的確かつ効率的に把握するため、建築物石綿

含有建材調査者講習の登録に関し必要な事項を定め、公正に正確な調査を行うことができる者を育成し、も

って建築物の維持保全並びに建築物の解体、改造又は補修作業に伴う石綿による労働者の健康障害及び石綿

の排出又は飛散による大気の汚染の防止に資することを目的とする。

(定義)

第二条　この規程において「石綿含有建材」とは、石綿を含有する建築材料をいう。

２　この規程において「一般建築物石綿含有建材調査者」とは、建築物における石綿含有建材の使用実態の調

査(以下「建築物石綿含有建材調査」という。)を行う者で、この規程により厚生労働大臣の登録を受けた講

習(以下「建築物石綿含有建材調査者講習」という。)の講義のうち、第七条第二項第五号の表の第一欄に規

定する建築物石綿含有建材調査に関する講義(次項及び第七条第二項第十八号において「建築物石綿含有建

材調査に関する講義」という。)を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格した者(次項に規定する特

定建築物石綿含有建材調査者である者を除く。)をいう。

３　この規程において「特定建築物石綿含有建材調査者」とは、建築物石綿含有建材調査を行う者で、建築物

石綿含有建材調査者講習の講義のうち、建築物石綿含有建材調査に関する講義及び実地研修を受講し、か

つ、筆記試験による修了考査及び口述試験による修了考査に合格した者をいう。

４　この規程において「一戸建て等石綿含有建材調査者」とは、建築物石綿含有建材調査(一戸建ての住宅又

は共同住宅の住戸の内部(第七条第二項第五号の表において「一戸建て住宅等」という。)に係るものに限

る。)を行う者で、建築物石綿含有建材調査者講習の講義のうち、第七条第二項第五号の表の第一欄に規定

する一戸建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義(第五条第一項第三号及び第七条第二項第十九号にお

いて「一戸建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義」という。)を受講し、かつ、筆記試験による修了

考査に合格した者をいう。

５　この規程において「制限業種事業者」とは、次に掲げる業種に属する事業を行う者をいう。

一　設計・工事監理業(工事請負契約事務、工事の指導監督、手続の代理等の業務及び建築に関するコンサ

ルタント業務を含む。)

二　建設業(しゅんせつ工事業、造園工事業、さく井工事業その他建築物又はその敷地に係るものではない

業務を除く。)

三　不動産業

四　建築材料の製造、供給及び流通に関する業

五　石綿含有建材の調査及び分析並びに除去等に関する業

(令二厚労国交環省告一・一部改正)

(登録の申請)

第三条　前条第二項の登録(以下単に「登録」という。)は、建築物石綿含有建材調査者講習の実施に関する事

務(以下「建築物石綿含有建材調査者講習事務」という。)を行おうとする者の申請により行うものとする。

２　登録の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出するものとす

る。

一　申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二　建築物石綿含有建材調査者講習事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　建築物石綿含有建材調査者講習事務を開始しようとする年月日

３　前項の申請書には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を添付するものとする。

一　申請者が個人である場合

イ　住民票の抄本又はこれに準ずべき書面

ロ　申請者の略歴を記載した書類

ハ　建築物石綿含有建材調査者講習事務を管理する者の氏名及び略歴を記載した書類

ニ　講義の講師が第五条第一項第三号イからホまでのいずれかに該当する者であることを証する書類

ホ　第七条第二項第二号ロに掲げる方法により建築物石綿含有建材調査者講習を行う場合(以下「実地研

修を行う場合」という。)にあっては、実地研修の講師が第五条第一項第四号イからハまでのいずれか

に該当する者であることを証する書類

ヘ　講義の講師の担当する科目を記載した書類

ト　建築物石綿含有建材調査者講習の受講資格を記載した書類その他の建築物石綿含有建材調査者講習事

務の実施の方法に関する計画を記載した書類
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チ　建築物石綿含有建材調査者講習事務以外の業務を行っている場合にあっては、その業務の種類及び概

要を記載した書類

リ　申請者が次条各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

ヌ　その他参考となる事項を記載した書類

二　申請者が法人である場合

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　株主名簿又は社員名簿の写し

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員(持分会社(会社法(平成十七年法律第八十六号)第五百七十五条第一項に規定する持分会社をい

う。)にあっては、業務を執行する社員。以下同じ。)の氏名及び略歴を記載した書類

ホ　前号ハからヌまでに定める書類

(令二厚労国交環省告一・一部改正)

(欠格条項)

第四条　次の各号のいずれかに該当する者が行う講習は、登録を受けることができない。

一　建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)、大気汚染防止法(昭和四十三年法律第九十七号)、労働安全

衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)、宅地建物取引業法(昭和二十七年法律第百七十六号)、じん肺法

(昭和三十五年法律第三十号)、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和四十五年法律第百三十七号)、作

業環境測定法(昭和五十年法律第二十八号)、住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成十一年法律第八

十一号)若しくは建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成十二年法律第百四号)又はこれらの

法律に基づく命令若しくは条例の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者

二　第十五条第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者

三　法人であって、建築物石綿含有建材調査者講習事務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者

があるもの

(登録の要件等)

第五条　厚生労働大臣は、第三条の規定による登録の申請が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、そ

の登録をするものとする。

一　第七条第二項第五号の表の第一欄に掲げる講義に応じ、それぞれ同表の第二欄に掲げる科目について講

義が行われるものであること。

二　実地研修を行う場合にあっては、実地研修が第七条第二項第七号及び第八号の規定により行われるもの

であること。

三　次のいずれかに該当する者が講義の講師として建築物石綿含有建材調査者講習事務(ハに該当する者及

び当該者と同等以上の知識及び経験を有する者(イ、ロ、ニ又はホに該当する者(ホに該当する者にあって

は、イ、ロ又はニに該当する者と同等以上の知識及び経験を有する者に限る。)を除く。)にあっては、一

戸建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義の実施に関する事務に限る。)に従事するものであるこ

と。

イ　一般建築物石綿含有建材調査者

ロ　特定建築物石綿含有建材調査者

ハ　一戸建て等石綿含有建材調査者

ニ　学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)による大学若しくはこれに相当する外国の学校において建

築学、医学、化学その他の建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する科目を担当する教授若しくは准

教授の職にあり、若しくはこれらの職にあった者又は建築学、医学、化学その他の建築物石綿含有建材

調査者講習事務に関する科目の研究により博士の学位を授与された者

ホ　イからニまでのいずれかに該当する者と同等以上の知識及び経験を有する者

四　実地研修を行う場合にあっては、次のいずれかに該当する者が実地研修の講師として建築物石綿含有建

材調査者講習事務に従事するものであること。

イ　前号ロに該当する者

ロ　前号ニに該当する者

ハ　イ又はロのいずれかに該当する者と同等以上の知識及び経験を有する者

五　制限業種事業者に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。ただし、申請者

が、労働災害防止団体法(昭和三十九年法律第百十八号)第八条に規定する労働災害防止団体である場合そ

の他の建築物石綿含有建材調査者講習事務を公正に行うことができると認められる場合においては、この

限りでない。

イ　申請者が株式会社である場合にあっては、制限業種事業者がその親法人(会社法第八百七十九条第一

項に規定する親法人をいう。)であること。

ロ　申請者の役員に占める制限業種事業者の役員又は職員(過去二年間に制限業種事業者の役員又は職員

であった者を含む。)の割合が二分の一を超えていること。
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ハ　申請者(法人にあっては、その代表権を有する役員)が制限業種事業者の役員又は職員(過去二年間に

制限業種事業者の役員又は職員であった者を含む。)であること。

六　建築物石綿含有建材調査者講習事務を管理する者が置かれていること。

２　登録は、建築物石綿含有建材調査者講習登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　建築物石綿含有建材調査者講習事務を行う者(以下「建築物石綿含有建材調査者講習実施機関」とい

う。)の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

三　建築物石綿含有建材調査者講習事務を行う事務所の名称及び所在地

四　建築物石綿含有建材調査者講習事務を開始する年月日

(令二厚労国交環省告一・一部改正)

(登録の更新)

第六条　登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。

(建築物石綿含有建材調査者講習事務の実施)

第七条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、正当な理由がある場合を除き、毎事業年度、次に掲げる

事項を記載した建築物石綿含有建材調査者講習の実施に関する計画を作成し、これに従って建築物石綿含有

建材調査者講習事務を行うものとする。

一　建築物石綿含有建材調査者講習の実施時期、実施場所、講習科目、時間及び受講定員に関する事項

二　建築物石綿含有建材調査者講習の講師の氏名

２　建築物石綿含有建材調査者講習事務は、公正に、かつ、第五条第一項第三号及び第四号に掲げる要件並び

に次に掲げる基準に適合する方法により行うものとする。

一　建築物石綿含有建材調査者講習を毎事業年度一回以上行うこと。

二　建築物石綿含有建材調査者講習を次に掲げるいずれかの方法により行うこと。

イ　講義及び筆記試験による修了考査を行う方法

ロ　講義及び実地研修並びに筆記試験による修了考査及び口述試験による修了考査を行う方法

三　次のいずれかに該当する者であることを講義の受講資格とすること。

イ　労働安全衛生法別表第十八第二十三号に掲げる石綿作業主任者技能講習を修了した者

ロ　学校教育法による大学(短期大学を除く。)において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課

程を修めて卒業した後、建築に関して二年以上の実務の経験を有する者

ハ　学校教育法による短期大学(修業年限が三年であるものに限り、同法による専門職大学の三年の前期

課程を含む。)において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程(夜間において授業を行うも

のを除く。)を修めて卒業した後(同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。ニにおい

て同じ。)、建築に関して三年以上の実務の経験を有する者

ニ　学校教育法による短期大学(同法による専門職大学の前期課程を含む。)又は高等専門学校において、

建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、建築に関して四年以上の実務の

経験を有する者(ハに該当する者を除く。)

ホ　学校教育法による高等学校又は中等教育学校において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する

課程を修めて卒業した後、建築に関して七年以上の実務の経験を有する者

ヘ　建築に関して十一年以上の実務の経験を有する者

ト　労働安全衛生法等の一部を改正する法律(平成十七年法律第百八号)による改正前の労働安全衛生法別

表第十八第二十二号に掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者で、建築物石綿含有建材

調査に関して五年以上の実務の経験を有する者

チ　建築行政に関して二年以上の実務の経験を有する者

リ　環境行政(石綿の飛散の防止に関するものに限る。)に関して二年以上の実務の経験を有する者

ヌ　労働安全衛生法第九十三条第一項の産業安全専門官若しくは労働衛生専門官又は同項の産業安全専門

官若しくは労働衛生専門官であった者

ル　労働基準監督官として二年以上その職務に従事した経験を有する者

ヲ　ロからルまでのいずれかに該当する者と同等以上の知識及び経験を有する者

四　実地研修を行う場合にあっては、次のいずれかに該当する者であることを実地研修の受講資格とするこ

と。

イ　一般建築物石綿含有建材調査者(前号イに該当する者にあっては、一般建築物石綿含有建材調査者と

して、建築物石綿含有建材調査に関して二年以上の実務の経験を有する者)

ロ　前号イに該当する者で、建築物石綿含有建材調査に関して五年以上の実務の経験を有する者

ハ　前号ロからヲまでのいずれかに該当する者

五　講義は、次の表の第一欄に掲げる講義の区分ごとに、それぞれ同表の第二欄に掲げる科目に応じ、それ

ぞれ同表の第三欄に掲げる内容について、それぞれ同表の第四欄に掲げる時間以上行うこと。ただし、第
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三号イに該当する者については、建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識1の科目を免除することがで

きる。

講義 科目 内容 時間

建築物石綿含有

建材調査に関す

る講義

建築物石綿含有建材調

査に関する基礎知識1

労働安全衛生法その他関係法令、建築物と石

綿、石綿関連疾患及び石綿濃度と健康リスクに

係る建築物石綿含有建材調査の基礎知識に関す

る事項

一時間

 建築物石綿含有建材調

査に関する基礎知識2

大気汚染防止法、建築基準法その他関係法令、

リスク・コミュニケーションその他の建築物石

綿含有建材調査全般にわたる基礎知識に関する

事項

一時間

 石綿含有建材の建築図

面調査

建築一般、建築設備と防火材料、石綿含有建

材、建築図面その他の建築物石綿含有建材調査

を行う際に必要となる情報収集に関する事項

四時間

 現場調査の実際と留意

点

調査計画、事前準備、現地調査、試料採取、現

地調査の記録方法、建材中の石綿分析その他の

現地調査に関する事項

四時間

 建築物石綿含有建材調

査報告書の作成

調査票の記入、調査報告書の作成、所有者等へ

の報告その他の建築物石綿含有建材調査報告書

に関する事項

一時間

一戸建て等建築

物石綿含有建材

調査に関する講

義

建築物石綿含有建材調

査に関する基礎知識1

労働安全衛生法その他関係法令、建築物と石

綿、石綿関連疾患及び石綿濃度と健康リスクに

係る建築物石綿含有建材調査の基礎知識に関す

る事項

一時間

 建築物石綿含有建材調

査に関する基礎知識2

大気汚染防止法、建築基準法その他関係法令、

リスク・コミュニケーションその他の建築物石

綿含有建材調査全般にわたる基礎知識に関する

事項

一時間

 一戸建て住宅等におけ

る石綿含有建材の調査

一戸建て住宅等の定義、種類、使用される石綿

含有建材、電気・空調設備と防火材料その他の

建築物石綿含有建材調査を行う際に必要となる

情報収集に関する事項

一時間

 現地調査の実際と留意

点

調査計画、事前準備、現地調査、現地調査の記

録方法、建材中の石綿分析その他の現地調査に

関する事項

三時間

 建築物石綿含有建材調

査報告書の作成

調査票の記入、調査報告書の作成、所有者等へ

の報告その他の建築物石綿含有建材調査報告書

に関する事項

一時間

六　講義は、前号の表の第二欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の第三欄に掲げる内容を含む適切な教材

を用いて行うこと。

七　実地研修を行う場合にあっては、当該実地研修を受講者の講義の内容への理解を一層深めることができ

るものとすること。

八　実地研修を行う場合にあっては、当該実地研修を安全管理を行う者を配置し事故防止に十分配慮して行

うこと。

九　講義の講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

十　実地研修を行う場合にあっては、実地研修の講師は、実地研修の内容に関する受講者の質問に対し、実

地研修中に適切に応答すること。

十一　修了考査は、筆記試験によるものは講義を行った後に、口述試験によるものは実地研修を行った後に

行い、建築物石綿含有建材調査を行うために必要な知識及び技能を修得したかどうかを判定できるものと

すること。
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十二　建築物石綿含有建材調査者講習を実施する日時、場所その他の建築物石綿含有建材調査者講習の実施

に関し必要な事項を公示すること。

十三　不正な受講を防止するための措置を講じること。

十四　終了した修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準を公表すること。

十五　新たに修了考査に合格した者(筆記試験による修了考査に合格しなかった者を除く。第十六条第一項

第五号において同じ。)に対し、建築物石綿含有建材調査者講習の終了後、その事実を証する書類(以下

「修了証明書」という。)を交付すること。

十六　講義を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格しなかった者に対し、その申請により、講義を

受講したことを証する書類を交付すること。

十七　一般建築物石綿含有建材調査者については、第二号ロに掲げる方法により行う建築物石綿含有建材調

査者講習の講義を受講し、かつ、筆記試験による修了考査に合格した者とみなすこと。

十八　建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講した者(一般建築物石綿含有建材調査者を除く。)につい

ては、その受講の日の属する年度の末日から起算して二年を経過する日までの間に実施される建築物石綿

含有建材調査に関する講義を受講した者とみなすこと。

十九　一戸建て等建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講した者については、その受講の日の属する年

度の末日から起算して二年を経過する日までの間に実施される一戸建て等建築物石綿含有建材調査に関す

る講義を受講した者とみなすこと。

３　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、毎事業年度開始前に(登録を受けた日の属する事業年度にあ

っては、その登録を受けた後遅滞なく)、第一項の規定により作成した計画を厚生労働大臣に届け出るもの

とする。これを変更しようとするときも、同様とする。

４　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、前項後段の規定により変更の届出をしようとするときは、変

更後の計画に変更した事項を記載した書類を添えて厚生労働大臣に届け出るものとする。

５　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、毎事業年度経過後一月以内に、次に掲げる事項を記載した書

類を厚生労働大臣に提出するものとする。

一　当該事業年度の期間

二　当該事業年度に実施した建築物石綿含有建材調査者講習の実施期日、実施場所、受講者数及び修了者数

(令二厚労国交環省告一・一部改正)

(定期講習)

第八条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、一般建築物石綿含有建材調査者、特定建築物石綿含有建

材調査者又は一戸建て等石綿含有建材調査者に対して、建築物石綿含有建材調査に必要な知識及び技能の維

持向上を図るための講習を定期的に実施することができる。

(令二厚労国交環省告一・一部改正)

(登録事項の変更の届出)

第九条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、第五条第二項第二号から第四号までに掲げる事項を変更

しようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣に届け出るものとす

る。

(建築物石綿含有建材調査者講習事務規程)

第十条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる事項を記載した建築物石綿含有建材調査者講

習事務に関する規程を定め、建築物石綿含有建材調査者講習事務の開始前に、厚生労働大臣に届け出るもの

とする。これを変更しようとするときも、同様とする。

一　建築物石綿含有建材調査者講習事務を行う時間及び休日に関する事項

二　建築物石綿含有建材調査者講習事務を行う事務所及び建築物石綿含有建材調査者講習の実施場所に関す

る事項

三　建築物石綿含有建材調査者講習の受講の申込みに関する事項

四　建築物石綿含有建材調査者講習の受講手数料の額及び収納の方法に関する事項

五　建築物石綿含有建材調査者講習の日程、公示方法その他の建築物石綿含有建材調査者講習の実施の方法

に関する事項

六　実地研修を行う場合にあっては、実地研修における事故防止対策に関する事項

七　修了考査の問題の作成及び修了考査の合否判定の方法に関する事項

八　終了した建築物石綿含有建材調査者講習の修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準の公表に関する

事項

九　修了証明書の交付及び再交付に関する事項

十　講義を受講したことを証する書類の交付及び再交付に関する事項

十一　建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する秘密の保持に関する事項

十二　建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する公正の確保に関する事項

十三　不正受講者の処分に関する事項

十四　第十六条第一項の帳簿その他の建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する書類の管理に関する事項
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十五　その他建築物石綿含有建材調査者講習事務に関し必要な事項

２　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、前項後段の規定により変更の届出をしようとするときは、変

更後の規程に変更事項を記載した書類を添えて厚生労働大臣に提出するものとする。

(建築物石綿含有建材調査者講習事務の休廃止)

第十一条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、建築物石綿含有建材調査者講習事務の全部若しくは一

部を休止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を記載した書類を厚生労働大臣に

届け出るものとする。

一　休止し、又は廃止しようとする建築物石綿含有建材調査者講習の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあっては、その期間

三　休止又は廃止の理由

(財務諸表等の備付け及び閲覧等)

第十二条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目

録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書(その作成に代えて電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。)の作成がされている場合にお

ける当該電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。)を作成し、五年間事務所に備えるもの

とする。

２　建築物石綿含有建材調査者講習を受講しようとする者その他の利害関係人は、建築物石綿含有建材調査者

講習実施機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号

の請求をするには、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関の定めた費用を支払うものとする。

一　財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は

出力装置の映像面に表示したものの閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって、次に掲げるもののうち建築物石綿含有建材

調査者講習実施機関が定めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるもの

ロ　光ディスク、磁気ディスクその他これらに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことが

できる物(第十六条において「光ディスク等」という。)をもって調製するファイルに情報を記録したも

のを交付する方法

３　前項第四号イ又はロに掲げる方法は、交付等の相手方がファイルへの記録を出力することによる書面を作

成することができるものでなければならない。

(適合勧告)

第十三条　厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関が第五条第一項各号のいずれかに適合し

なくなったと認めるときは、その建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対し、これらの規定に適合する

ため必要な措置をとるべきことを勧告することができる。

(改善勧告)

第十四条　厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関が第七条第一項又は第二項の規定に違反

していると認めるときは、その建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対し、これらの規定による建築物

石綿含有建材調査者講習事務を行うべきこと又は建築物石綿含有建材調査者講習事務の方法その他の業務の

方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを勧告することができる。

(登録の取消し等)

第十五条　厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該建築物石綿含有建材調査者講習実施機関が行う講習の登録を取り消し、又は期間を定めて建築物石

綿含有建材調査者講習事務の全部又は一部の停止を指示することができる。この場合において、厚生労働大

臣は、あらかじめ国土交通大臣及び環境大臣にその旨を通知するものとする。

一　第四条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。

二　第七条、第九条から第十一条まで、第十二条第一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第十二条第二項の規定による請求を拒んだとき。

四　正当な理由がないのに前二条の規定による勧告に従わなかったとき。

五　正当な理由がないのに第十七条の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたと

き。

六　不正の手段により登録を受けたとき。

２　国土交通大臣及び環境大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関が前項各号のいずれかに該当する

事実があると認めたときは、厚生労働大臣にその事実を通知するものとする。
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(帳簿の記載等)

第十六条　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備えるものとする。

一　建築物石綿含有建材調査者講習の実施年月日

二　建築物石綿含有建材調査者講習の実施場所

三　講義及び実地研修を行った講師の氏名並びに当該講師が講義において担当した科目及びその時間

四　受講者の氏名、生年月日及び住所

五　修了考査に合格した者にあっては、前号に掲げる事項のほか、修了証明書の交付年月日及び証明書番号

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は光ディスク等に記録され、必要に応じ建

築物石綿含有建材調査者講習実施機関において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されると

きは、当該記録をもって同項の帳簿への記載に代えることができる。

３　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、第一項の帳簿(前項の規定による記録が行われた同項のファ

イル又は光ディスク等を含む。)を、建築物石綿含有建材調査者講習事務の全部を廃止するまで保存するも

のとする。

４　建築物石綿含有建材調査者講習実施機関は、次に掲げる書類を備え、建築物石綿含有建材調査者講習を実

施した日から三年間保存するものとする。

一　講習の受講申込書及び添付書類

二　講義に用いた教材及び実地研修に関する書類

三　終了した修了考査の問題、答案用紙及び採点に関する資料

(報告の徴収)

第十七条　厚生労働大臣は、建築物石綿含有建材調査者講習事務の適切な実施を確保するため必要な限度にお

いて、建築物石綿含有建材調査者講習実施機関に対し、建築物石綿含有建材調査者講習事務の状況に関し報

告させることができる。

(公示)

第十八条　厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、その旨を公示するものとする。

一　登録をしたとき。

二　第九条の規定による届出があったとき。

三　第十一条の規定による届出があったとき。

四　第十五条の規定により登録を取り消し、又は建築物石綿含有建材調査者講習事務の停止を指示したと

き。

(関係機関の長の連携)

第十九条　厚生労働大臣は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を、国土交通大臣及び環境大臣に通知する

ものとする。

２　厚生労働大臣は、第九条から第十一条までの規定による届出があったときは、その旨を国土交通大臣及び

環境大臣に通知するものとする。

３　厚生労働大臣は、第十三条若しくは第十四条の規定による勧告をし、又は第十七条の規定による報告を求

めようとする場合において、必要があると認めるときは、国土交通大臣又は環境大臣に意見を求めることが

できる。

４　国土交通大臣又は環境大臣は、必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、第十三条若しくは第十

四条の勧告又は第十七条の報告の徴収をすべきことを要請することができる。

５　厚生労働大臣、国土交通大臣及び環境大臣は、前二項の規定の円滑な実施を図るため、相互に情報又は資

料を提供するものとする。

(権限の委任)

第二十条　この規程に規定する厚生労働大臣の権限は、第三条第二項第二号及び第五条第二項第三号の事務所

のうち主たるものの所在地を管轄する都道府県労働局長に委任する。ただし、厚生労働大臣が自らその権限

を行うことを妨げない。

２　この規程に規定する国土交通大臣の権限は、第三条第二項第二号及び第五条第二項第三号の事務所のうち

主たるものの所在地を管轄する地方整備局長又は北海道開発局長に委任する。ただし、国土交通大臣が自ら

その権限を行うことを妨げない。

３　この規程に規定する環境大臣の権限は、第三条第二項第二号及び第五条第二項第三号の事務所のうち主た

るものの所在地を管轄する地方環境事務所長に委任する。ただし、環境大臣が自らその権限を行うことを妨

げない。

附　則

(経過措置)

第一条　この告示の適用の際現に建築物石綿含有建材調査者講習登録規程を廃止する件(平成三十年国土交通

省告示第千二百三号)による廃止前の建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(平成二十五年国土交通省告示

第七百四十八号。次条において「旧告示」という。)第二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査者で

ある者は、第二条第三項に規定する特定建築物石綿含有建材調査者とみなす。
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第二条　この告示の適用の日(以下この条及び次条において「適用日」という。)前に旧告示第二条第二項に規

定する建築物石綿含有建材調査者講習(以下この条において「旧講習」という。)の講義を受講し、かつ、筆

記試験による修了考査に合格した者(前条の規定により特定建築物石綿含有建材調査者とみなされた者を除

く。)は、第二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査者とみなす。

２　適用日前に旧講習の講義及び実地研修を受講し、かつ、口述試験による修了考査に合格した者(前条の規

定により特定建築物石綿含有建材調査者とみなされた者を除く。)は、その合格の日の属する年度の末日か

ら起算して二年を経過する日までの間は、第二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査者講習(次項に

おいて「新講習」という。)の講義及び実地研修を受講し、かつ、口述試験による修了考査に合格したもの

とみなす。

３　適用日前に旧講習の講義を受講した者(前条又は前二項に該当する者を除く。)は、その受講の日の属する

年度の末日から起算して二年を経過する日までの間は、新講習の講義を受講したものとみなす。

第三条　第七条第二項第三号の規定の適用については、適用日から平成三十一年三月三十一日までの間は、同

号ハ中「限り、同法による専門職大学の三年の前期課程を含む」とあるのは「限る」と、「後(同法による

専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。ニにおいて同じ。)」とあるのは「後」と、同号ニ中「短

期大学(同法による専門職大学の前期課程を含む。)」とあるのは「短期大学」とする。

附　則　(令和二年七月一日／厚生労働省／国土交通省／環境省／告示第一号)

(施行期日)

第一条　この告示は、令和二年七月一日から施行する。

(経過措置)

第二条　この告示の施行の際現にこの告示による改正前の建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(平成三十

年／厚生労働省／国土交通省／環境省／告示第一号。以下「旧告示」という。)第二条第二項に規定する建

築物石綿含有建材調査者である者はこの告示による改正後の建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(以下

「新告示」という。)第二条第二項に規定する一般建築物石綿含有建材調査者と、その者が有する旧告示第

二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査者としての実務の経験は新告示第二条第二項に規定する一般

建築物石綿含有建材調査者としての実務の経験とみなす。

２　この告示の施行の際現に旧告示第二条第二項に規定する登録を受けている講習は、新告示第二条第二項に

規定する登録を受けた講習とみなす。

３　この告示の施行の日前に旧告示第二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査者講習の講義を受講した

者(第一項に該当する者を除く。)は、その受講の日の属する年度の末日から起算して二年を経過する日まで

の間は、新告示第二条第二項に規定する建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講したものとみなす。
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都道府県労働局長 殿 
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建築物石綿含有建材調査者講習登録規程の運用について 

 

 

 石綿障害予防規則第３条第４項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（令

和２年厚生労働省告示第 276 号）により、石綿障害予防規則等の一部を改正す

る省令（令和２年厚生労働省令第 134 号）による改正後の石綿障害予防規則（平

成 17 年厚生労働省令第 21 号）第３条第４項に規定する事前調査を実施するた

めに必要な知識を有する者として厚生労働大臣が定める者については、建築物

石綿含有建材調査者講習登録規程（平成 30 年厚生労働省・国土交通省・環境省

告示第１号。以下「登録規程」という。）第２条第２項から第４項までに定める

一般建築物石綿含有建材調査者（以下「一般調査者」という。）、特定建築物石綿

含有建材調査者及び一戸建て等建築物石綿含有建材調査者（以下「建築物石綿含

有建材調査者」と総称する。）であることが要件とされたところである。 

これに伴い、全国規模で建築物石綿含有建材調査者を養成する必要があるこ

とから、下記に示す登録規程の運用に際しての留意事項を踏まえつつ、講習機関

の登録及び講習の適正な実施に向けた指導に当たり、遺漏なきを期されたい。 

 併せて、本通達については、別添１のとおり、関係事業者等団体の長あて関係

者への周知等を依頼するとともに、国土交通省からその地方支分部局あて、環境

省からその地方支分部局及び都道府県あて周知するので了知されたい。 

 

記 

 

１ 講習の登録について 

 （１）登録の申請（第３条関係） 

   ア 第３条第２項に規定する「登録の申請をしようとする者」は、法人又

は個人であること。法人の支部、支店等が登録の申請を行う場合には、

当該法人の代表者が発行した申請に係る委任状等を添付する必要があ

ること。また、この際、当該法人の代表者から当該支部、支店等の代表



者に対し、建築物石綿含有建材調査者講習事務（以下「講習事務」とい

う。）の実施等の権限が委任されている旨を確認する必要があること。 

   イ 第３条第２項第２号に規定する「建築物石綿含有建材調査者講習事

務を行おうとする事務所」について、講習事務を行おうとする事務所が

複数ある場合にあっては、その全てを記載するとともに、そのうち主た

る事務所を明示すること。 

   ウ 第３条第３項第１号ロ及び第２号ニに規定する「略歴」並びに同項第

１号チに規定する「業務の種類及び概要」（同項第２号ホの規定により

添付する書類に係るものを含む。）については、第５条第１項第５号（制

限業種事業者に該当しないこと）の要件に適合することが分かる内容

を記載する必要があること。 

   エ 第３条第３項第１号トに規定する「建築物石綿含有建材調査者講習

事務の実施の方法に関する計画を記載した書類」（同項第２号ホの規定

により添付する書類に係るものを含む。）については、第５条第１項第

１号及び第２号の要件に適合することが分かる内容を記載する必要が

あること。 

（２）登録の要件等（第５条関係） 

    ア 第５条第１項第３号及び同項第４号に規定する「講師」については、

講習実施機関が雇用する者以外の者については、契約等により講習事

務を実施するために必要な勤務時間等が確保されている旨を示す必要

があること。 

   イ 第５条第１項第３号ホ及び同項第４号ハに規定する「同等以上の知

識及び経験を有する者」には、令和５年９月 30 日以前に一般社団法人

日本アスベスト調査診断協会に登録され、講師として講習事務に従事

する時点においても引き続き同協会に登録されている者が該当するこ

と。 

   ウ 第５条第１項第６号に規定する「建築物石綿含有建材調査者講習事

務を管理する者」は、第７条第１項及び第２項に規定する方法による講

習事務の管理に係る職務権限を有し、かつ、当該管理の職務を直接行う

ものであること。 

    エ 第５条第２項第３号に規定する「事務所の名称及び所在地」は、複数

の事務所で講習事務を行う場合においては、主たる事務所を明示して

記載するものとすること。また、主たる事務所に変更がある場合におい

ては、第９条の規定に基づく登録事項の変更が必要であること。 

 

２ 講習事務の実施（第７条関係） 



 （１）講習実施計画の作成（第１項関係） 

    第７条第１項に規定する「建築物石綿含有建材調査者講習の実施に関

する計画」を作成できない「正当な理由がある場合」には、第 11 条の規

定に基づき講習を休止している場合が含まれること。 

 （２）講習事務の実施の方法（第２項関係） 

    ア 第７条第２項の「公正に」とは、特定の者を差別的又は優越的に取り

扱わないことであること。公正でない行為の具体例としては、講習実施

機関が受講対象者を不当に制限すること、特定の取引関係のある受講

者に対して受講料に差を設けること、受講者によって修了考査の結果

に異なる判定基準を適用すること等があること。 

    イ 第７条第２項第１号に関して、一事業年度中に一回も講習を行わな

い場合には、原則として第 11 条の規定に基づく休止届が必要である

こと。 

    ウ 第７条第２項第３号ロからヘまでに規定する「建築に関して」の「実

務の経験」には、建築物の解体工事又は改修工事の実務に関する経験が

含まれること。 

   エ 第７条第２項第 11 号に規定する「修了考査」は、筆記試験にあって

は全科目を通じて１時間以上、口述試験にあっては受験者１人あたり

20 分以上とすること。 

     筆記試験は、受講者が講義の内容全般について、知識及び技能を修得

しているか否かを判定することができるものとし、多肢選択式又は記

述式で試験を行うこと。なお、多肢選択式で試験を行う場合は、各問４

つ以上の選択肢とすること。筆記試験においては、満点の６割以上の合

格点を設定し、合格点に達したときに筆記試験に合格したものとする

こと。 

     口述試験は、実地研修の内容の知識及び技能を修得しているか否か

を判定できるものとし、実地研修で演習した内容を基に試験を行うこ

と。 

   オ 第７条第２項第14号に規定する修了考査の問題及び合格基準の公表

については、修了考査を実施する都度公表する必要はなく、事業年度ご

とに前年度実施した修了考査のうち１回分に相当する問題の例及び合

格基準を公表することで足りること。ただし、事業年度の途中で合格基

準を変更している場合は、変更後の合格基準も公表する必要があるこ

と。 

   カ 第７条第２項第 15 号の「新たに」とは、一般調査者である受講者（同

項第17号の規定により建築物石綿含有建材調査者講習の講義を受講し、



かつ、筆記試験による修了考査に合格したとみなされる者）を除く趣旨

であること。 

   キ 第７条第２項第 18 号に規定する「建築物石綿含有建材調査に関する

講義を受講した者（一般建築物石綿含有建材調査者を除く。）」について

は、その受講の日の属する年度の末日から起算して２年を経過する日

までの間に実施される建築物石綿含有建材調査に関する講義を受講し

た者とみなして、その間に実施される当該講義に係る修了考査の受験

を可能とする趣旨であること。同項第 19 号の規定についても一戸建て

等建築物石綿含有建材調査に関する講義について同趣旨であること。 

 （３）実施結果報告（第５項関係） 

    第７条第５項第２号に規定する「修了者数」とは、同条第２項第 15 号

の「新たに修了考査に合格した者」の数をいうこと。 

 

３ 定期講習（第８条関係） 

  講習の登録を受けた講習実施機関は、第８条に規定する「定期講習」を実施

することが望ましいこと。 

 

４ 建築物石綿含有建材調査者講習事務規程（第 10 条関係） 

  第 10 条第 1項に規定する「建築物石綿含有建材調査者講習事務に関する規

程」（以下「事務規程」という。）については、次に掲げる事項に留意して定め

ること。また、事務規程は講習の登録を受けた都道府県労働局に届け出ること。 

（１）講習事務を行う事務所及び講習の実施場所（第 10 条第１項第２号関

係） 

    第 10 条第１項第２号に規定する「講習事務を行う事務所」が複数ある

場合にあっては、すべての事務所及び主たる事務所を記載すること。また、

講習の実施場所は、都道府県名のみの記載で足り、具体的な住所の記載は

必要ないこと。 

 （２）講習の申込み（第 10 条第１項第３号関係） 

第 10 条第１項第３号に規定する「受講の申込みに関する事項」には、

受講資格の確認方法等が含まれること。 

（３）講習の実施の方法（第 10 条第１項第５号関係） 

    第 10 条第１項第５号に規定する「その他の建築物石綿含有建材調査者

講習の実施の方法に関する事項」には、次に掲げるものが含まれること。 

   ア 受講者の出席状況等の管理方法 

イ 講義の教材、実地研修の内容等を決定する手続 

（４）修了考査の問題の作成等（第 10 条第１項第７号関係） 



    第 10 条第１項第７号に規定する「修了考査の問題の作成及び修了考査

の合否判定の方法に関する事項」には、次に掲げるものが含まれること。 

    ア 修了考査の問題作成の手続 

   イ 問題作成者の選任・解任の手続又は基準 

（５）修了証明書の交付及び再交付（第 10 条第１項第９号関係） 

第 10 条第１項第９号に規定する「修了証明書の交付及び再交付に関す

る事項」には、次に掲げるものが含まれること。 

    ア 修了証明書の様式 

    イ 修了証明書の交付手続（再交付の場合を含む。） 

    ウ 修了証明書の再交付の手続料の額及び収納の方法 

（６）講義を受講したことを証する書類の交付及び再交付に関する事項（第

10 条第１項第 10 号関係） 

     第 10 条第１項第 10 号に規定する「講義を受講したことを証する書類の

交付及び再交付に関する事項」には、再交付の手続料の額及び収納の方法

が含まれること。 

（７）不正受講者の処分に関する事項（第 10 条第１項第 13 号関係） 

   第 10 条第１項第 13 号に規定する「不正受講者の処分に関する事項」に

は、建築物石綿含有建材調査者講習の受講について不正の行為があった者

を当該講習に係る修了考査において不合格とする旨が含まれること。 

（８）その他必要な事項（第 10 条第１項第 15 号関係） 

     第 10 条第１項第 15 号に規定する「その他建築物含有建材調査者講習

事務に関し必要な事項」には、次に掲げるものが含まれること。 

ア 財務諸表等の謄本等の請求費用の額及び収納の方法 

イ 講習事務を廃止する場合の帳簿の取扱い 

 

５ 財務諸表等の備付け及び閲覧等（第 12 条関係） 

第 12 条第２項に規定する「その他の利害関係人」には、講習を受講しよう

とする者の所属する事業場の事業者等が含まれること。 

 

６ 登録の取消し等（第 15 条関係） 

  第 15 条第１項第６号に規定する「不正の手段」には、虚偽の内容による申

請が含まれること。 

 

７ 帳簿の記載等（第 16 条関係） 

  第 16条第１項第５号に規定する「修了証明書の交付年月日及び証明書番号」

については、一般調査者が特定建築物石綿含有建材調査者に係る講習を受講



した場合にあっては、一般調査者に係る講習について交付を受けた修了証明

書の交付年月日及び証明書番号が含まれること。 

 

８ その他講習の実施に係る事項について 

（１）講義の実施会場及び受講定員について 

講義の実施会場及び受講定員については、第７条第２項第９号に規定す

る受講者からの質問への応答が可能となる範囲等を設定すること。 

（２）講義等に用いる教材について 

講義等に用いる教材については、既に厚生労働省のホームページ

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/r

oudoukijun/sekimen/other/pamph/index_00002.html）において示してい

る建築物石綿含有建材調査者講習に係る標準テキスト等の内容を基本と

したものであることが望ましいが、資料の追加等の変更を加えたものを使

用することを妨げるものではないこと。 

（３）定期講習の受講証明について 

第８条に規定する定期講習に係る受講証明については、建築物石綿含有

建材調査者講習修了証明書への追記、又は別途定期講習の受講証明書を発

行することにより行うこと。 


